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【論説】

「宇宙グリーン犯罪学」と「宇宙環境刑法」の基本構想
――宇宙資本主義・人新世に基づく宇宙探査・開拓・開発批判――

竹村 典良
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Ⅰ　はじめに

近年の歴史において、宇宙探査が現実となるとともに、人類は宇宙空間を
人類の征服と成功のための新たな希望と挑戦の場と考え始めた。このように
考えるならば、無限に思われる機会をどのように活用すべきかについて決定
することが人類にとって重要であった。言い換えるならば、この新しい領域
を熟知したあるいは熟知している者は誰もいないがために、人類がこの新し
い フ ロ ン テ ィ ア を 濫 用 し、 無 謀 に 征 服 す る 可 能 性 が あ る（Launius; 
Schwartz 2011）。しかしながら、国家間の世界戦争、宇宙戦争、慢性的紛
争の可能性を恐れるがために、人類は宇宙空間を効果的かつ注意深く使用す
るために法的枠組みが必要であると認識した。 

一方で、軌道上の人工衛星は現在の私たちの生活を支えている。それらは、
宇宙科学、地球観測、気象学、気候調査、テレコミュニケーション、ナビゲ
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ーション、宇宙開発のように、多くの活動や研究分野において使用されてい
る。それらは特有な視点、科学データ収集のための資料、商業機会、多様で
基本的な応用法とサービスを提供し、調査研究と開発のための無類の可能性
を導く。しかしながら、過去数十年間に、宇宙活動の増加に伴い、スペース
デブリという当初予測されなかった新しい危険が登場した。

他方で、地球外採掘が多数の国にとって新しい計画となって以来、主たる
関心が何であるのかを決定し、平和な地球外宇宙のために必要な法律を立法
することが重要となった。地球外採掘は地球外物質の所有と売買を促進し、
多数の国連条約に抵触する恐れがあるために議論の余地がある主題となった。

本稿では、新しい概念「宇宙グリーン犯罪学」及び「宇宙環境刑法」を基
盤として、スペースデブリの蓄積と低減、地球外宇宙採掘と環境破壊、宇宙
資本主義・人新世と持続的開発、宇宙探査・開拓・開発の国家的・国際的規
制、宇宙環境保護の哲学的基礎など、宇宙探査・開拓・開発に伴う宇宙環境
汚染・破壊に関する諸問題について論じる。

Ⅱ　宇宙探査・開拓の「負の遺産」～スペースデブリ（宇宙ゴミ）

１．スペースデブリ：宇宙における新たな危険の発生
1）軌道上に残存する物体の衝突と爆発

60 年以上の宇宙活動において、6,050 以上の打上げにより約 56,450 の追跡
物体が軌道上にあり、そのうち約 28,160 が宇宙に残留し、米国宇宙監視ネ
ットワーク（the US Space Surveillance Network）により定期的に追跡され、
地球低軌道（low Earth orbit）にある約 5 ～ 10㎝より大きい物体と静止軌
道（赤道面上高度約 36,000㎞の円軌道）にある 30㎝～１m の物体までを扱
う「観測・監視カタログ」（宇宙監視ネットワーク）に載せられている。今
日、フル稼働している人工衛星は、そのわずか一部の約 4,000 である。この
大規模な量の宇宙船操縦装置は総量で 9,300 トンである。

カタログに搭載されている物体の約 4% は人工衛星であり約 11% は使用
済みのロケット上段部分と打上げアダプターとレンズカバーのような任務に
関連する物体である。1961 年以降、560 以上の軌道上の破片による事故が記
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録されている。そのうちわずか７件の事故は衝突に関連したものだったが、
最近の大部分の事故は宇宙船やロケット上段部分の爆発であった。しかしな
がら、将来的には衝突がスペースデブリの主要な発生源になるであろうと予
想されている（European Space Agency 2022b）。

これらの破片事故は、90 万件のナンバリングされている 1 ㎝より大きい
物体を生み出したと考えられている。自然発生した流星体からの散発的流出
物体だけが、およそ 0.1 ～ 1mm の人工的なデブリの数を上回っている。軌
道上の爆発の主たる原因は、地球軌道に廃棄され残っているロケットの上段
部分あるいは人工衛星タンクあるいは燃料管に残留する燃料、あるいは、他
の残余エネルギー源に関係する（European Space Agency 2022b）。

時間の経過とともに、厳しい宇宙環境が人工衛星の内外部分の機械的に完
全な状態を損ない、燃料成分の漏洩あるいは混交が生じ、自然発火を惹起す
るであろう。その結果発生した爆発は、物体を破壊し、大量の破片を拡散す
る（Inter-Agency Space Debris Coordination Committee 2018）。
2）「ケスラーシンドローム」とその回避

今日の約 110 件の年間打ち上げ数、将来における年間平均発生数 10 ～ 11
件の分解が継続するならば、スペースデブリの数は徐々に増加するであろう。
デブリの増加の結果、大惨事となる衝突の蓋然性も漸進的に増加する。物体
数の倍増は衝突リスクをおよそ 4 倍にする。現状維持のシナリオでは、今後
数十年の間に、そのような衝突が現在支配的な爆発を上まわり始め、最終的
には、衝突の破片のすべてが微小なサイズになるまで相互に衝突を繰り返す
であろう。特に地球低軌道において重要な自動継続プロセスは「ケスラーシ
ンドローム」（Kessler syndrome）として知られている。したがって、国際
的スケールにおける時宜を得た低減・改善手段の適用によりこのような末期
的現象を回避することは必要不可欠である（European Space Agency 
2022b）。

現在、大惨事となる衝突を引き起こす可能性があるスペースデブリの大部
分は、宇宙飛行の歴史において発生した 500 以上の軌道上の破片事故の結果
として生じたものである。 スペースデブリの環境についての長期的発展に
関するシミュレーションは、今後数十年間に、衝突によって発生した破片が
少なくとも高度 800 ～ 1,400km 付近の軌道において支配的になるであろう
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ことを示している。最も蓋然的なシナリオによれば、当初破片は大きく完全
な物体と衝突し、その後その衝突の結果生じた破片は他の大きく完全な物体
と衝突し始め、最終的には衝突によって生じた破片同士が衝突し、全ての物
体が微小サイズになるまで衝突を繰り返す。暴走的自動継続的カスケード衝
突プロセスは、デブリが高密度で大気の引力による浄化が不十分な場所であ
る高度 900 ～ 1,400Km 付近で始まるであろう（European Space Agency 
2022b）。

これらの環境に関する長期シミュレーションは、スペースデブリ低減ガイ
ドラインおよび軌道上の分解頻度の観点から、現在の宇宙飛行動向からの推
計の結果として、日常的に宇宙船が運航される結果、物体数が指数関数的に
増加するであろうことを示す。全ての宇宙船の「不動態化」が成功し、軌道
上の分解が制限され、任務終了後に効果的な廃棄戦略が広範に（例、90％以
上）採用されるならば、数量増加の抑制に役立つであろう。小規模な人工衛
星の大規模な群れが地球低軌道に存在する状況に関して、国際機関間スペー
スデブリ調整委員会（The Inter-agency Space Debris Coordination Com-
mittee: IADC）（以下、IADC と略す）は 13 の宇宙機関構成員を横断する研
究を行った。これらの研究によれば、最低でも 95%、特に大規模な「伝統
的な人工衛星」の場合は 90％以上の廃棄率の場合にのみ軌道環境の安定し
た発展が達成される（European Space Agency 2022b）。

２．スペースデブリの低減：衝突回避と不動態化
1）スペースデブリの増加とその影響

宇宙は世界中の個人や社会に巨大な利益をもたらしてきたが、打ち上げ物
体の急増と宇宙軌道における交通量の増加は、デブリを常態的に生産し、こ
れまで依存してきたテクノロジー自体を脅威にさらしている。過去数年間に
ロケットと人工衛星の打ち上げ数の劇的な増加がみられ、過去数十年間では、
非営利機関よりも民間企業がより多くの小規模な人工衛星を打ち上げ、飛行
ミッションの類型が変化した。近年、国連に登録されない物体の数が増加し、
今後も増加することが予想される（European Space Agency 2021）。

軌道上の人工衛星は何百万もの高速で移動する危険なスペースデブリと地
球近傍宇宙を共有する。ミリメートルサイズの微小な破片から任務を終了後
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に原形を保持し宇宙軌道を無制御で放浪する人工衛星まで、すべてのデブリ
破片・部分・完全体は秒速数キロメートルで移動する。これらの物体の一つ
の衝突であっても、少なくとも運用中の人工衛星の機能を損ない、最悪の場
合には完全に破壊し、さらに多くのスペースデブリが生じる。デブリによっ
て惹起される危害も、人工衛星のパーツの漸次的崩壊から即時的で全体的な
崩壊に至るまで異なる。米国航空宇宙局 / 欧州宇宙機関ハッブル宇宙望遠鏡

（The NASA/ESA Hubble Space Telescope）は、数十年継続して、小さな
デブリ物体に発する小規模爆発を観測したが、壊れていない人工衛星同士の
衝突も発生し、何千というデブリ破片が生まれた（European Space Agen-
cy 2021）。
2）地球への落下と再突入 

地球の大気は軌道上の人工衛星の速度を徐々に減速し、それらは再び地球
に戻る。この過程は、低い高度を飛行する人工衛星は相対的に速く 25 年以
下であるが、地上数万 km の高度の軌道に打ち上げられた人工衛星の場合、
それらに大気の影響が及ぶならば、帰還までに数千年を要する可能性がある。
人工衛星を宇宙に打ち上げるならば、それらの任務終了後にどのように取り
除くかを考慮しなければならない。さもなければ、衝突、爆発、大量のスペ
ースデブリの創出の危険のある古く機能停止した宇宙船で空がいっぱいにな
るであろう（European Space Agency 2021）。

宇宙に送り出された物体は、事実上、大気圏突入がスペースデブリの創出
を最小限度に抑え、宇宙の持続的な未来を保証する基本的な手段である。地
球低軌道上の物体は、地球の大気の影響を受け、次第に高度を下げ、高速か
つ灼熱となり、地球に向かって降下する。小さな物体は非常に大きな摩擦と
熱の影響で再突入時に崩壊するが、より大きな物体のパーツは地上に落下す
るために、自由地域の土地に制御されなければならない（European Space 
Agency 2021）。
3）衝突回避と不動態化

宇宙は空虚で巨大な空間のように見えるが、地球軌道の人工衛星は他の人
工衛星やデブリ破片と衝突する恒常的危険に直面している。混雑する軌道上
にある人工衛星のオペレーターの日常業務は、人工衛星の危害の発生を防ぐ
ことである。実際に、欧州宇宙機関では、1 つの飛行任務につき、年平均２
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回の「衝突回避操縦」を行っている。これらの操縦は費用がかかり、天空を
モニタリングし、リスクを計算し、操縦を計画するために多数の時間を要す
る（European Space Agency 2021）。

人類は宇宙で多数の競争をしているが、地球低軌道で活動する者にとって、
スペースデブリは現実的な関心事である。国際宇宙ステーション（The In-
ternational Space Station）は地上 400 キロメートルを若干超える高度で軌
道を周回している。打ち上げ後の 20 年間に、スペースデブリの衝突を避け
るために、28 回の「衝突回避操縦」が行われた。衝突の可能性が差し迫り、
ステーションを移動する時間がない場合には、緊急避難をすることができる。
現在までに、ドッキングしたソユーズ宇宙船を使って、5 回の「避難所設
置」（shelter-in-place）操縦が行われた（European Space Agency 2021）。

現在軌道上にある何百万というデブリ破片は、過去における「分裂事故」
（fragmentation events）の直接の結果である。今日までに知られている 550
の事故のうち、推進装置によって惹起された事故が大部分のスペースデブリ
を創出した。廃棄されずに人工衛星やロケットに放置されたエネルギーは爆
発の原因となる可能性があるため、国際スペースデブリ低減ガイドラインは、
役割の終了とともに人工衛星を「不動態化」（passivated）する（例、燃料
タンクを空にし、バッテリーを外す）ように求めている。将来、ガイドライ
ンと不動態化技術の開発によって推進装置に関連する爆発が低減することを
期待されているが、宇宙の交通量が急増しているがため、衝突の件数が増加
することも予想される（European Space Agency 2021）。

３．国際協力と宇宙環境レポート
1）スペースデブリの低減のための国際協定

スペースデブリを低減する手段の必要性に関して国際的同意が存在する。
そのような手段が議論され練り上げられる最も著名な国際機関は、国際機関
間スペースデブリ調整委員会（The Inter-Agency Space Debris Coordinati-
on Committee: IADC）（以下、適宜 IADC と略す）であり、2002 年に（2007
年、2020 年改定）、低減ガイドラインを公刊した。これは、国連宇宙空間平
和利用委員会（United Nations Committee on the Peaceful Uses of Outer 
Space: UNCOPUOS）によって採択された７つのスペースデブリ低減ガイド
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ライン（Space Debris Mitigation Guidelines）に影響を及ぼした（European 
Space Agency 2022c; Inter-Agency Space Debris Coordination Committee 
2021; United Nations Office for Outer Space Affaires）。

IADC ガイドラインが求めるステップは、
１）通常運航中のデブリ放出の制限、
２）運航中における崩壊の可能性の最小化、
３）事故衝突の蓋然性の制限、
４）故意による破壊と他の有害な活動の回避、
５）燃料タンクやバッテリーの爆発のような、貯蔵エネルギーから発生

する任務終了後の崩壊の蓋然性の最小化、
６）任務終了後に宇宙船と多段式ロケット段が地球低軌道地域に長期滞

在することの制限、
７）任務終了後に宇宙船と多段式ロケット段が地球に対して静止状態を

保つ地域に対して長期にわたって妨害することの制限、
である（European Space Agency 2022c）。

例えば、IADC ガイドラインに従う一つの方法は、人工衛星の任務終了後
に、脱軌道操船し、船内システムを不動態化するために、十分な燃料を機内
に保持することである。操船により人工衛星が十分な低軌道に移動し、25
年以内に大気の影響により、減速し、大気圏に突入する限りにおいて、ガイ
ドラインは十分尊重される。この技法は確実であるかもしれないが、実際に
は、地上への原因作用のリスクにより異なる追加コストと複雑性を伴う

（European Space Agency 2022c）。
IADC によって練り上げられたスペースデブリ低減方法は、UNCOPUOS

科学技術小委員会（Scientific and Technical Subcommittee: STSC）に提示
され、国連スペースデブリ低減ガイドライン（UN Space Debris Mitigation 
Guidelines）の基礎となった。2007 年に、これらのガイドラインは、63 の
STSC 構成国家によって、任意の高レベル低減方法として承認された。それ
以来、ガイドラインは、国際標準化機構（International Organization for 
Standardization: ISO）および欧州宇宙標準協会（European Cooperation for 
Space Standardization: ESSC）によって公表され、工学技術スタンダード
となり、今日ではスペースミッションの立案を管理監督している。その上、



桐蔭法学 29 巻 1 号（2022 年）

78

いくつかの国はこれらの勧告、ガイドライン、スタンダードを国内法で採用
し、スペースデブリの低減を義務化した。数年間の国際協力の後、2019 年 6
月 2 日、UNCOPUOS は宇宙活動の長期持続可能性と取り組む 21 のガイド
ラインを採用した。これらのガイドラインは、安全な宇宙飛行業務のための
宇宙環境を維持する、国際的に認知され受容された手段によって構成される

（European Space Agency 2022c; 加藤 ; 堀口）。
2）欧州宇宙機関「宇宙環境年次レポート２０２２」

宇宙時代の幕開け以来、稼働中の人工衛星よりもより多くのスペースデブ
リが軌道上に存在してきた。スペースデブリはグローバルな規模で地球近傍
環境に対して問題を惹起するがために、グローバルに支持された解決方法だ
けがその答えとなり得る。これにより、国際的に認められたスペースデブリ
低減手段が必要となる。2002 年にこの方向における主要な第一歩が取られ、
国際機関間スペースデブリ調整委員会（The Inter-Agency Space Debris 
Coordination Committee: IADC）はスペースデブリ低減ガイドライン（IADC 
Space Debris Mitigation Guidelines）を公刊した。以来、この文書は拘束力
のない政策文書、立法のための指針として、また、技術標準の派生の出発点
として貢献してきた。低減手段の標準化は、透明性があり比較可能な過程を
導くのに必要な任務の共通理解を得るために重要である。首尾一貫した手段
を持つことがスペースデブリというグローバルな問題と取り組むために最も
重要であるとしても、それらの適用は個々の国家、オペレ―ター、製造業者
次第である（European Space Agency 2022a; Inter-Agency Space Debris 
Coordination Committee 2021a）。

宇宙時代の黎明と共に、物体の総数、総体としての量と領域は着実に増加
し、稼働中の人工衛星とスペースデブリの不慮の衝突の発生に至っている。
過去数十年における宇宙監視センサーの能力が発達することにより、デブリ
が確実に捕捉されカタログに掲載されるサイズの限界が押し下げられた。こ
れにより、かなりの量のデブリを認識するようになったが、発生するきっか
けとなったすべての事故を知ることはできない。商業的事業への移行に伴い、
宇宙システムの小型化と大規模コンステレーション（多数宇宙船配置）の展
開に刺激を受け、2015 年以降、とりわけ地球低軌道において著しい変化が
生じた。これらの三要素（例、交通量、宇宙船の類型、業務形態）は、国連
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長期持続可能性ガイドライン（The UN Long-Term Sustainability Guideli-
nes）と調和するように、スペースデブリ低減ガイドラインの妥当性および
持続的な宇宙事業の可能な方法を検討する際に、すべてが関係する（Euro-
pean Space Agency 2022a, 4; Inter-Agency Space Debris Coordination 
Committee 2021b）。

グローバルレベルにおけるスペースデブリの低減は徐々に進んでいると指
摘されるが、長期的に見て持続可能な環境を確実にするには成功例があまり
に低いレベルに留まっている。注目すべきは、ロケット本体の制御された再
突入、地球低軌道の過重負担を軽減する稼働終了後の成功廃棄率のような低
減手段の受入れの増加のいくつかは、大規模コンステレーション（多数宇宙
船配置）の展開と回収と関係することである（European Space Agency 
2022a, 4; Inter-Agency Space Debris Coordination Committee 2021b）。

最後に、軌道利用と発射量の増加予測は、継続的な断片化と制限された稼
働以後の成功廃棄率とともに、今後数世紀にわたる衝突事件のカスケードに
至るであろう。今後軌道に発射しないとしても、既に存在するスペースデブ
リ物体間の衝突が予想され、スペースデブリ数のさらなる増加に至るであろ
う（European Space Agency 2022a, 8）

このような状況を根本的に克服し、将来に希望の活路を見出すためには、
以下のような批判的見解を検討することが重要であろう。Hunter と Nelson
によれば、権力を有する利害関係者による地理的想像力により軌道上のデブ
リが形成され、これらの物体との関りを制限する。学際的な文献を調査検討
することにより、軌道上のデブリに対する広範なアプローチを鼓舞し、機能
性に焦点を当てるヘゲモニック・ナラティブを超越することができる。デブ
リと不正義の関係が明らかにされ、地球上の権力とエコロジーとの関係で検
討されなければならない。また、カウンターヘゲモニックな枠組みが出現す
る可能性について熟考し、どのように、なぜデブリが汚染物質、リスクなど
に多様に関係するかを解明しなければならない（Hunter et al.; Morin et al.）。

４．小括
宇宙は巨大に見えるが、地球周回軌道は有限の天然資源である。何百万も

のデブリ破片がこれらの軌道を埋め、それらの行路を横断する宇宙船の脅威
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となっている。人工知能のテクノロジーは地球近傍に張り巡らされ、今後も
ますますその度合いを高めるであろう。天気予報、気候調査、コミュニケー
ション、位置情報サービスのために不可欠なデータが収集される特有な軌道
の領域を保護することがますます重要になっている。増加する宇宙交通、よ
り複雑な宇宙業務、大規模コンステレイションのように、長期の持続可能性
に脅威を与える多数の傾向があるが、他方で、持続可能な将来を確実にする
アプローチも存在する（European Space Agency 2021; Madi et al.; 加藤 ; 
堀口）。

地球を周回するスペースデブリの量は、宇宙飛行士や衛星を脅威にさらす
より多くのデブリを代わる代わる生み出す可能性のある衝突の「ティッピン
グ・ポイント」（臨界点）に到達した。私たちは、時速 17,500 マイルで地球
の周りを飛ぶ使用済みロケット本体、 放棄された衛星、何千という他の廃棄
物部品によって惹起される偶発的事故を減少するための新しい戦略が必要で
ある。損害は、大気中の二酸化炭素濃度の高まり、核廃棄物の貯蔵、有害薬
物（殺虫剤、除草剤など）の地下帯水層への長期的残留などに関係する。そ
れぞれが及ぼすのは小規模で短期的な影響ではあっても、長期的には将来的
に社会に対してより多くの影響を及ぼすことになる（Takemura 2012; Com-
mittee for the Assessment of the NASA’s Orbital Debris Programs: Natio-
nal Research Council: 1）。

スペースデブリがもたらす危険に関して、宇宙を科学的あるいは商業的に
使用する者は次第に関心を高めている。観測可能でカタログに搭載された物
体の他に、追跡することができない危険なスペースデブリの総数ははるかに
多い。特別な分類とその結果としての総数の動力学は、所与の宇宙任務の衝
突リスクを決定するのに用いることができる数学モデルに表現することがで
きる。多様なスペースデブリ減少手段により、軌道上のリスクを減じること
ができ、その効果はスペースデブリ環境の長期的な計画において検証するこ
とができる。他の減少手段は、大気圏への再突入と地上への影響のリスクを
減じることを目的とすると定義づけられる。いずれにせよ、宇宙環境は将来
世代のために出来る限り清浄かつ安全に保持されなければならない（Take-
mura 2012）。
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Ⅲ　新ゴールドラッシュ「宇宙探査・採掘」（宇宙資本主義）による
宇宙環境汚染・破壊とその規制

１．宇宙資本主義：新しい宇宙経済
地球外宇宙の平和利用に関する委員会（Committee on the Peaceful Uses 

of Outer Space: COPUOS）（以下、適宜 COPUOS と略す）は、小惑星採掘
の黎明について、地球外採掘、いわゆる小惑星採掘の歴史は 20 世紀末にお
ける地球外宇宙と衛星の打ち上げに対する関心の高まりとともに始まった、
と説明する。多数の人々は地球における天然資源の枯渇に関心を抱くように
なると共に、彼らは地球外宇宙における入手可能な資源により注意を向け始
めた。例えば、金属小惑星は大量の鉄、コバルト、ニッケル、プラチナを供
給する可能性がある。実際に、科学者は新しい再生可能なエネルギー資源を
探し求めてきたが、ヘリウム 3 は注目度の高い天然資源であると結論付けた。
この特殊な資源は、地球上ではほとんど得られないがために、月でしか入手
することができない、ということが重要である（Committee on the Peace-
ful Uses of Outer Space 2017a; McKay et al. 220-229; Rapp; ナショナルジ
オグラフィック編集部 2021 年 b; ナショナルジオグラフィック編集部 2019
年 a; ナショナルジオグラフィック編集部 2019 年 b）。

COPUOS は宇宙採掘の合法性について説明する。多くの科学者は、宇宙
採掘が数十年以内に実現すると考える。地球外宇宙は、より多くの資源が発
見されることが期待されるがゆえに、多数の国々にとって前途有望な領域と
なった。今日では、国家だけでなく民間の採掘会社も地球外採掘に注目して
いる。アメリカ合衆国とルクセンブルクの両政府は、いち早く、地球外採掘
に基金を提供し、民間企業が地球外物質を所有、売買、移転することを認め
ることによって、地球外採掘を合法化する法律を成立させた。しかしながら、
地球外条約（Outer Space Treaty）と月協定（Moon Agreement）のよう
な国連条約が地球外宇宙の平和を維持するために地球外の資源や惑星を所有
することを禁止しているがために、条約違反の問題と直面せざるを得ない

（Committee on the Peaceful Uses of Outer Space 2017a）。
Pelton によれば、宇宙採掘企業は、試行テスト、技術開発から現実のビ
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ジネスに移行し、宇宙における新しい資源獲得の可能性を実現しようとして
いる。現実に従業員を雇用し、新しい資源をもたらそうとしているベンチャ
ー企業を支援するための資本を増額している企業がある。これらの活気に満
ちた「新しい宇宙」（New Space）の商業活動は、化石燃料エネルギーの置
き換え、21 世紀末には一般的となる天然資源不足を補完する重要な役割を
果たすであろう。宇宙資源にアクセスすることができないならば、私たちの
惑星とグローバル経済は過剰人口と過少資源のために衰退する虞がある

（Pelton 91）。中心的な企業の一つである Deep Space Industries は、将来の
採掘に向け、ミネラルと氷の存在を調べるために小さな探査衛星を送る計画
である。今一つの企業である　Planetary Resources は、採掘のために小惑
星を分析する望遠鏡を開発する計画である（Committee on the Peaceful 
Uses of Outer Space 2017a）。

新しい宇宙経済・宇宙資本主義は、私たちが新しい人類の時代に突入する
がゆえに、未来への道筋である。しかしながら、Pelton の警告によれば、
この移行が正しく行われなければ、惑星と人間の文明の長期にわたる持続可
能性が危険にさらされ続けるであろう。これらの新しい宇宙事業は地球上で
枯渇しつつある天然資源と化石燃料を補完する以上のことをなさなければな
らない。それらは人間社会を変容する包括的戦略の一部として広い視野で捕
捉されなければならない（Pelton 99; Galliott; Iacomino; Moore 2016; Moore 
2015; Dallas et al.; Hofmann et al.）。

２．技術的進歩と宇宙採掘の発展
宇宙採掘産業はどのような段階にあるであろうか。現在、宇宙採掘を推し

進める企業は４つあり、これらはすべて米国を基盤としている。これらの新
規事業を開始する企業は、Planetary Resources, Inc.、Deep Space Indus-
tries、Shackleton Energy、Moon Express である（Pelton 99）。

Pelton によれば、今日の宇宙採掘企業はいくつかのキーポイントにおい
て視点の多様性を示している。ある企業は月面での採掘を構想し、他の企業
は小惑星での採掘に焦点を当てる。これらの宇宙採掘事業が目指す潜在的な
ターゲットは多岐にわたる。ある企業は揮発性物質、とりわけ、宇宙基地に
おけるロケット発射装置のための燃料スタンド（filling station）を作るため
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に水素と酸素に分解することができる水に焦点を当てる。ヘリウム３アイソ
トープのような希少物質の獲得を目指す者があれば、ほとんど純粋なプラチ
ナでできている小惑星の発見を目指す者もいる。実際に宇宙採掘事業に着手
する前に、有望な小惑星のターゲットを発見する注意深い調査が必要である
ことに大部分の企業は同意する（Pelton 101; Hellgren）。

しかしながら、技術の進歩と宇宙採掘の発展に関して、宇宙採掘がそれほ
ど迅速に実現するかどうかについて疑念が存在する。懐疑論者は次のような
問題を提示する。巨大な投資によってもたらされる宇宙開拓資源が費用に見
合うだけの価値を有するであろうか。地上あるいは海洋で採掘された資源が
競争的に優位にあることを鑑みれば、いかなる宇宙資源が意味をなすであろ
うか。過去半世紀において、宇宙輸送、宇宙居住環境、人工知能ロボットの
進歩は著しく、過大な労力を有する任務を段階的に実現できるようになって
きた。信頼のおける低コストの宇宙移動システムを作成する技術、遠隔採掘
をするために精巧なセンサーとロボット装置を備える小型で安価なロボット
探査宇宙船、宇宙採掘を可能とする何十という技術能力は、現在開発されつ
つあるか、開発途上にある（Pelton 99, 106; Chen et al.; Hein et al.; 寺薗）。

要するに、宇宙採掘は将来有望な産業技術であることを歴史が示している。
しかしながら、同時に、更なるグローバルな紛争と議論の原因となる可能性
がある（Takemura 2019, 7-9）。

３．持続可能な宇宙採掘のための法的枠組み
Leterre によれば、宇宙採掘産業が歩みを進めるとともに、宇宙資源の活

用を規制する法的枠組みの必要性が増大した。そのような採掘の許容性につ
いて地球外宇宙条約に残された曖昧性は、さらなる活動の発展のために必要
とされ、現在の国際法が十分に保証していない法的確証を投資家に与えるた
めに、米国とルクセンブルクの 2 カ国をそれぞれ独自の法的枠組みを採用す
るに至らしめた。米国とルクセンブルクが国際体制の確立を待つのではなく
国家的枠組みを選択したことは、国際団体から、とりわけ国連地球外宇宙の
平和的利用に関する委員会の法小委員会（The Legal Subcommittee of the 
UN Committee on the Peaceful Use of Outer Space）のセッションにおい
て批判された（Committee on the Peaceful Use of Outer Space 2017a; Le-
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terre 3-4; Johnson 90-91）。
将来における地球外宇宙の法的枠組みについて熟考することは、単なる試

行訓練ではない。地球で採掘される資源がますます乏しくなる時代には、地
球外宇宙で発見された資源が地球採掘資源の代替物と考えられるがために、
極めて重大な人類の関心となる。民間企業が地球外宇宙を利用する任務を遂
行するということよりも、この資源開発が導くネガティブな結果から人類を
守るということがより重要になるであろう。なぜなら、「一番の関心が採掘
で、その結果は二番目である」という、これまで地球で行われたことを繰り
返さないことが重要であるからである。そのようなディレンマの解決方法を
発見する手助けとなる熟慮の要素を提供することが法的熟慮の役割である

（Leterre 78; Doshi）。

４．「人類の共同遺産」原則
De Cnudde は、国際制度として「人類の共通遺産」（Common Heritage 

of Mankind）原則を導入する。なぜ宇宙の資源開発に国際体制が必要なの
かを強調することが重要である。自制的でない宇宙資源開発には多くのリス
クがあり、月面における資源採掘の際に現実化する虞がある。また、将来に
おいて、宇宙資源開発は国家と民間企業の合弁会社によって行われるように
なるであろう。その際には、営利の点で最高の利益が得られるように規制が
なされなければならなくなるであろう。いま一つ別の観点で、宇宙資源開発
とともに宇宙の唯一の環境が危険にさらされる多大なリスクがあるがために、
環境の視点は重要である。現在のスペースデブリは、宇宙におけるテレコミ
ュニケーションの商業的利用の結果の一部である。ここでも、唯一の宇宙エ
コロジーを保持することを保証するために国際規制が必要である。さらに、
全ての国が宇宙の商業的利用を開始する能力を有するわけではなく、能力と
資源を有する国は少ないがゆえに、国家間のより多くの不平等が生じるのを
回避するために、何等かのセキュリティーを確保する国際的な条約が必要で
ある。このコンテクストにおいて、議論の的になる「人類の共通遺産」原則
は重要な役割を果たす。最後に、宇宙資源開発のための国際体制を促進する
ための議論は、個々の当事者にとって可能な限り公正に商業活動が組織され
た、よりよく計画された市場も創出しなければならない（de Cnudde 2-3; 
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Takemura 2012）。
先進国の視点からすれば、宇宙資源開発の現状は十分満足のいくものであ

り、さらなる規制は各国に任されるべきである。しかしながら、このような
考え方にはいくつかの問題がある。環境保護が十分でなく、エコロジーの侵
害に対する対策も欠如している。その結果、人類全体の利益に対する配慮が
薄く、先進国だけが地球外宇宙の利益を享受することになるであろう。公正
かつ安全な環境を作り出すためには、国際的な規制が必要である（de 
Cnudde 93; Tronchetti 2009; Jakhu et al. 2008; Jakhu et al. 2017; Reinstein）。

５．国際的、国家的規制
Jakhu ほかは、国家規制と国際規制の調和の難しさを指摘する。困難で過

大な要求をする宇宙採掘活動は、国際的並びに国家的規制環境の現状の下で
行われるであろう。主として 1967 年の地球外宇宙条約及び 1979 年の月協定
に代表される現在の国際宇宙法は、その段階に止まっている。秩序立った宇
宙天然資源の開発のための基盤を提供する明確でグローバルな宇宙統治シス
テムが必要である。2015 年の米国宇宙法（the U.S. Space Act of 2015）の
ような先導的な国家規制は、国内法的・行政的目的のために必要であろうか、
また、国際的義務に抵触する潜在的虞はないであろうか。関係する国際条約
の遵守を維持するためには、そのような国家法を注意深く適用しなければな
らない（Jakhu et al. 2017, 147; Hobe et al.; Tronchetti 2013; Nyka; Coffey）。

地球外宇宙における採掘の主題に限って議論された特別な議決や法案は存
在しない。しかしながら、過去数年間において、国連は地球外宇宙活動に関
する多数の議決を行なった。現在、スペースデブリの削減、地球近傍物体

（near-earth object (NEO)）の管理、グローバル衛星システム、地球外宇宙
における核力利用、地球外条約のレヴュー、知的能力の形成のような多様な
問題に関するレポートが存在する（Committee on the Peaceful Use of Ou-
ter Space 2017a; Committee on the Peaceful Use of Outer Space 2017b; De 
Man; Paikowsky et al.）。

要するに、宇宙探査と宇宙産業の急速な発展、地球外採掘のような宇宙活
動の新しい展開に伴い、宇宙法の強力な執行と法の支配について議論し、近
未来において地球外宇宙をよりよく規制することが必要である（Takemura 
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2019, 9-10; 岡田他；伊勢田他）。

Ⅳ　宇宙環境保護とその哲学的基礎

１．宇宙環境の保護
地球外宇宙の平和的利用に関する委員会（COPUOS）は、宇宙採掘にお

ける環境的配慮の重要性を指摘する。初めて大規模な採掘が地上で行われて
以来、そのプロセスにおいて環境に対する重大な外的影響が生み出されるこ
とが明らかになった。過去数十年における環境運動の成果として、これらの
実務に対する最高レベルの精査が行われるようになり、採掘企業は規制と世
論によって生産方法を変えることを余儀なくされるようになった。この調整
の重要部分は採掘過程をよりエネルギー効率を良くすることにより行われた。
地球近傍の小惑星や他の天体が探査され、最終的に資源採掘されるであろう
がために、この新しいフロンティアにおいてなされる活動に向け、類似の議
論が行われなければならない。宇宙においても、採掘によって惹起される環
境汚染・破壊が考慮されなければならない。採掘が行われる天体の自然はこ
の議論に影響を及ぼすであろう。なぜなら、長期居住を目的とする天体は厳
しい精査に従わなければならないからである。環境的配慮が働かなければな
らないならば、いかなる環境法が採掘実務を規制すべきかなど、その範囲は
潜 在 的 で 議 論 の 余 地 が あ る（Committee on the Peaceful Use of Outer 
Space 2017a; 岡田他；伊勢田他）。

Almár によれば、太陽系の環境を注意深く保持する問題は「宇宙環境主
義」（astroenvironmentalism）と呼ばれ、惑星探査・開拓・開発の計画に関
する知見を提供する。一方における未来の惑星資源の開発利用者と他方にお
ける惑星保護主義者としての天文学者のそれぞれの利益の間には基本的な争
いがある。すなわち、惑星の開発利用者は彼らの活動による環境への影響を
十分に検討することはなく、天体の地表あるいは地表下の原初の状態を保護
することはなく、惑星、小惑星、衛星の起源や発展に関する原初の基本的な
証拠が将来の天文学者に残されることはない。ミッションの影響と科学的帰
結、あるいは、それらによって得られる可能性のある他の利益の間にバラン
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スが取られなければならない。さらに、環境にとって著しく有害な特定の活
動は、他の方法では得られないようないかなる利益をもたらすものであって
も、規制あるいは禁止されなければならない（Almár 1577-1578; Hlimi 445-
449; MacWhorter; Druyan; Kiselev et al. 507-576; Williamson, M.; William-
son, H. R.; Cockell; Reiman）。

２．宇宙活動と潜在的行動の分類
宇宙活動は以下の四つのカテゴリーに分類される。

1）調査研究

現地調査では常にある程度の汚染が生じる。概して、必要物資だけが天体
に、産出物だけが地球に届けられ、天体の環境も地球環境も汚染されてはな
らない。すでに、月、金星、火星の地表には多量のスペースデブリが存在す
る（Almár 1578）。
2）産業活動

採掘は小天体を破壊する可能性がある。中規模天体の地表の採掘活動によ
って、天体の全地表が変えられ破壊されるかを明示することができる。火星
の小さな月であるフォボスはその正面の溝のシステムの特殊性により、太陽
系の中でもおそらく独特な存在である。人類が月を採掘しあるいは月に植民
することを決定するならば、月環境に対する影響は著しく増加するであろう。
地球上での経験が示すように、探査が開拓・開発に変わる時、環境は多大な
被害を受けることになるであろう（Almár 1578）。
3）植民地化と惑星地球化

植民地化と惑星地球化は、大規模な環境の変化、すなわち、人類が居住す
るための惑星の環境の変容をもたらすであろう。いくつかの難問が提示され
る。惑星としての火星はそれ自体本質的な価値があるのであろうか。生命が
存在しない惑星は活動的な生態系が存在する惑星と比べ本質的な価値が劣る
のであろうか。火星に存在し入手することができる資源にアクセスし利用す
べきであろうか、それとも、あるがままにしておくべきであろうか。惑星地
球化に関する環境問題は将来の世代の検討事項として残すのが合理的である
と言えよう（Almár 1578; Kaku; Lockard; Schwartz 2012; Mautner; 向井 ; 
稲葉 ; ナショナルジオグラフィック編集部 2021 年 a）。
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4）自由競争

異質な環境におけるあらゆる種類の活動の結果は、戦略や法体制に大きく
依存する。自由競争においてあり得る最悪のシナリオは、「最初にたどり着
いた者は望むことを何しても良いという権利を持つべきだ」ということであ
る。これにより、天体全体が破壊され、将来における更なる探査が不可能と
なる虞れがある（Almár 1579）。

Almár によれば、環境に対する関心が宇宙開発にも適用されるべき時が
きた。「いかなる国も企業も共有資源を専有する権利を持たない」という
1979 年の月条約における考え方が中心的な前提となる。「人類の共有財産」
原則はこの考え方の基本となっている。しかしながら、この原則が現実的に
は尊重されていないということを最近の二つの例が示している。民間企業の
Altemis Society は月旅行を企画している。他方で、月に対する事業関心が
認可を得ずかつ権利と義務を認識せずに生じている。SpaceDev は、小惑星
を探査し、最終的には資源を採掘するために、民間の宇宙探査機を打ち上げ
る計画がある。認可を得ずに、また、小惑星を私的に所有することは将来に
おける危険な例となるであろう（Almár 1579; Krolikowski et al.）。

３．保存メカニズムの枠組み
特別な科学的関心あるいは国際的科学的保護の領域について呼称が検討さ

れなければならない。地球外宇宙における自然保護区域の私的所有を禁止す
る適切な環境法体制を構築することが基本的な「未開地原則」（wilderness 
principle）である。しかしながら、そのようなシステムを現実化するには効
果的な法的枠組みが必要であるが、21 世紀においてそのような法的枠組み
が存在せずに様々な天体において大規模な産業活動が行われるならば、対策
を講じる前に有害な影響が発生するであろう。「地球外未開地」（outer-space 
wilderness）を保護するために、国際的環境保護条約が必要なのは明白であ
る。特別な環境を保護するためのニーズを満たすために、それらの原則を適
用する基準が作られなければならない。同時に、通常の宇宙探査と開発を可
能とするような何等かの柔軟性も必要である（Almár 1580）。

要するに、環境に対する関心が宇宙開発にも向けられるべき時が来た。地
球外宇宙における未開地領域の私的所有を禁止するための適切な環境保護体
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制が喫緊に構築されなければならない（Takemura 2019, 10-12）。

４．環境保護主義の歴史：人間中心的、生態系中心的、宇宙中心的環境保
護主義

第一に、「人間中心的環境保護主義」（anthropocentric environmenta-
lism）について、人類は「環境の敵」として自己同一視する。誰もが、きれ
いな空気を吸い、きれいな水を飲むことを望み、有害な物質によって自身の
体や財産を傷つけようとは思わない。このような生活を望む者が人類の大多
数を占め、彼らは人間中心的保護主義の支持者であるということができる。
人間中心的環境保護主義は政治の世界でも見つけることができる。例えば、
右翼から極左マルクス主義に至るまで、人間の福祉に対する環境的脅威と戦
うために、これまで経験したことのないグローバルな政府の介入を要求して
いる。また他の者は、地上における人間の福祉を最大にするための適切な環
境保護手段として、レッセフェール資本主義を指示してきた。人間中心的環
境保護主義にとって、人間以外の生物や物質は人間がそれらに価値を付与す
る限りにおいて価値がある（Huebert et al. 283; Holley et al.; Hamilton et 

al.; Farrier; Bonneuil et al.; Lewis et al.; Ellis; Schmitz; Pálsson; Brand et al.; 
Olson et al.; 仲正 ; 斉藤）。

第二に、「生態中心的環境保護主義」（ecocentric environmentalism）につ
いて、20 世紀後半に、今一つ別のタイプの環境保護主義が台頭した。生態
中心的環境保護主義によれば、環境それ自体に本質的な価値があり、人間自
身は環境全体の中で役割を果たしそれを支える限りにおいてのみ価値がある。
ラディカルな生態中心主義によれば、生態系全体（種、生態系、土地、生物
共同体など）はそれ自体に価値があり、生態系を構成する部分の価値は生態
系全体の生存あるいは生態系の良い状態に貢献する程度によって決定される。
生態中心的視点は動植物に対する関心に限られるのではなく、土や岩石を含
む地球全体にまで拡張される。人間を除く地上の万物には本質的価値があり、
それらは人間の干渉によって破壊されあるいは脅威にさらされる（Huebert 
et al. 284; Barter）。

第三に、「宇宙中心的環境保護主義」（astrocentric environmentalism）に
ついて、二種類の考え方がある。その一つは、今後数十年に、地球外宇宙や
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他の天体への活発な進出が見られるであろうが、環境保護のアプローチから
すれば、地球外宇宙環境とそのサブシステムの保護は最優先課題であり、地
球外宇宙が人類の宇宙活動のために利用されることはそれを前提とする。何
世紀にもわたって脅威と創造の源であった地球外宇宙は、それ自体および将
来の世代のために原初的な状態で保護するに値する（Huebert et al. 286）。
今一つの宇宙環境保護主義は、環境保護・保存主義の考え方を宇宙探査、商
業主義、軍事化の展開に適用するものである。近年の宇宙探査の発展はこの
考え方を示している。人類は地球上で環境の窮境を生み出し、そのダメージ
に対する代償を支払っていることを鑑みるならば、この問題は極めて重要で
ある。なぜなら、「私たちは地球で行ったのと同様の過ち（環境汚染・破
壊）を宇宙で行うのを避けなければならない」からである。今日私たちが宇
宙に踏み出そうとしているステップの環境的影響が問題である。宇宙環境保
護主義は、「開発すべきフロンティア」（frontier to exploit）ではなく「保護
すべき宇宙未開地」（space wilderness to protect）を含む、総合的な環境保
護に対する関心を再編成するものである（Miller 2001; Miller 2005; Collins）。

５．「フロンティア開発」から「未開地保護」へ
Billings は重要な疑問を提示する。人類は地球外資源を利用し、地球外環

境を変える権利を有するのであろうか（Billings 2006a）。
最初に登場したのは、「フロンティア開発」のパースペクティブである。

21 世紀になり、政治家や他の宇宙開発支持者たちは、開拓のための探査の
対象として、そして、太陽系の私的所有要求、資源開発、商業的転回に門戸
を開く手段として、「月・火星の事物」（the Moon-Mars thing）を宣伝し、
販売を促進した。ある宇宙開発支持者は、太陽系を何でも揃う巨大な食料品
店になぞらえた。この考え方によれば、店に最初にたどり着く手段をもつ者
は、全ての物を手に入れることができる。それに対して、店に遅く着いた者
は何も手にすることができない。これは帝国主義の精神におけるシステムの
ようである。この宇宙開発支持者のレトリックは、「物質主義、消費主義、
ハイパー消費の価値は太陽系に拡散する価値がある」という前提を反映して
いる。これらの支持者によって推進される地球外宇宙の考え方は、太陽系と
広く開かれた宇宙の超越、無限の資源、すなわち、「宇宙フロンティア」
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（space frontier）の考えを体現している。このフロンティアのレトリックは、
開拓者、都市入植、征服などのイメージとともに、アメリカの歴史に存続し
続けており、フロンティアの比喩はこれまでもそして現在でも、宇宙開発に
関するレトリックにおいて支配的な比喩となっている（Billings 2006a; 
Weeks 171-179; Coradini; Brand et al.）。

現在、宇宙横断的な惑星保護政策において、「未開地保護」、保護と保存の
科学的法的倫理的検討への動向が見られる。米国国家航空宇宙局（NASA）
と国際宇宙調査研究委員会（Committee on Space Research: COSPAR）は、
長期にわたり、太陽系探査ミッションを管理する国家的国際的惑星保護政策
を用意し、地球外環境に地球上の生物学的汚染が持ち込まれ、また、太陽系
システムのサンプルを持ち帰ることにより地球に地球外生物学的汚染が持ち
込まれるのを防いで来た。これらの政策の論理的根拠は、科学的探査の目的
のために、地球外環境の原初的状態を保持することである。未開拓の比喩は、

「宇宙中心的環境保護主義」の考え方、環境保護と保全の価値を宇宙探査に
適用するという見解に基づいて、フロンティアとしての宇宙という考え方に
代替するものとして提示された。太陽系を開拓されるフロンティアとしてで
はなく保護すべき未開地として取り扱うことにより、環境的危害、人工的な
ゴミ、核兵器、原子力の宇宙への持ち込みを阻止し、私的あるいは国家的な
所有の主張を禁止することができるであろう。Miller が指摘するように、

「私たちは地球で犯したのと同様の過ちを宇宙でも犯すことを回避するこ
と」が最も重要である（Billings 2006a; Billings 2006b; Schwartz 2014; Nati-
onal Academies of Sciences, Engineering, and Medicine; Huebert et al. 
287-288; Miller 2001; Miller 2005）。

６．体系的な「宇宙正義」としての宇宙持続可能性
体系的視点によれば、人類と自然のダイナミックな均衡、及び、ガイアメ

ガシステム（Gaia mega-system）における両者の共進化にとって、持続可
能性は自明の概念である。現実のレベルにおいて、これは全ての公共政策と
社会的実践の調和、及び、人工システムと生態系の共進化を確実にするため
の収斂の要求として理解することができる。近代的な正義の考え方、自然と
将来世代のための正義を実現するのは、この調和と収斂である（Aganaba 
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35）。
体系性原理の下では、三種類の資本、すなわち、自然資本、社会資本、文

化資本が国家や市民の決定や活動によって減少する時ではなく、時間経過と
ともに増加する時に、持続可能性は存在する。その目的は、生態系と社会の
さらなる悪化を防ぐために、共進化のプロセスの規制を通じて採用された公
共政策により、資本を増加することである。宇宙環境の悪化に対する準備は、
団結の促進と強化を追及すべきとする共通の目標である。それゆえに、この
視点からする宇宙持続可能性の再概念化は、地球外宇宙を含む自然資本、領
域を利用する活動家の文化資本、安全、安定、安心のような社会資本の増大、
に巨大な価値を付与することになる（Aganaba 36-37; Islam; Hofman et al.）。

要するに、宇宙中心的環境保護主義は、宇宙探査、商業化、軍事化の発展
に対して、環境保護・保全主義の価値を適用する考え方である。「天体は征
服されるフロンティアではなく保護を必要とする原初的な未開地である」と
の宣言は、宇宙中心的環境保護主義の目標の一つである。何世紀にもわたっ
て脅威とインスピレーションの源泉であった地球外宇宙は、それ自体及び将
来世代のために原初の未開拓の状態で保存されなければならない（Takemu-
ra 2019, 12-14）。

Ⅴ　結論

「宇宙資本主義」は、民間企業により行われる宇宙探査・開拓・開発が望
ましい結果を生み出すと主張する。彼らは、市場原理、民間主導が、強化型
の競争と地球外宇宙の重要な資源を通じて、先導すべきであると考える。宇
宙には、地球上の多くの希少な天然資源を補うのに十分な巨大な金鉱があり、
水素と酸素に分解して宇宙船に燃料補給をすることができる水、地球で枯渇
しつつあるプラチナや他の貴重な金属のようなレアメタルがある。私たちは
宇宙を無限の機会を提供する新しいフロンティアとして見る必要がある、と
する。

宇宙における人間の未来に関する現代のビジョンは、注意深い探査と原初
の未開拓の保存から、征服、植民地化、開拓のような地球上で見慣れたパタ
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ーンまで及ぶ。21 世紀の宇宙旅行を想像する機会に直面し、航空宇宙コミ
ュニティは、月や他の天体の採掘、宇宙に人間の植民地を創造することを正
当化するために、フロンティアの征服と領土拡張論という時代遅れのレトリ
ックに頼り、未来に向けて旧弊の再開を選択した。しかしながら、今日にお
いても、宇宙開発のためのフロンティア、征服、探査の論理的根拠は、宇宙
コミュニティの外部においてはそれほど関心のある事項ではない。「なぜ私
たちは宇宙に行かなければならないのか」という疑問は熟慮するに十分に値
する（National Research Council of the National Academies 44-82;「宇宙
の人間学」研究会）。

現在、近年における宇宙探査・開拓の発展、宇宙資本主義に基づく積極的
な開発に対して、「宇宙グリーン犯罪学」（astro-green criminology）、「宇宙
環境刑法」（asro-environmental criminal law）という新しい研究領域を創
造しなければならない。人類は、環境を悪化し生態系を破壊した廃墟を地球
上に生み出し、現在ではスペースデブリが地球周辺近傍の宇宙を汚染し始め
ている。新しい視点によれば、宇宙探査・開拓・開発が必要であるとするな
らば、地球外宇宙環境を汚染・破壊することなく、宇宙気候変動を惹起する
ことなく、地球外生命体あるいはその進化過程を危機に晒し、阻害するよう
な悪影響を生み出さないように、宇宙環境的かつ宇宙生態学的に安全な方法
で行われなければならない。私たちには、宇宙探査・開拓・開発、地球外採
掘や地球外天体の植民地化のような人類の宇宙活動によって、地球外の天体

（月、火星、小惑星など）の環境を汚染し破壊する権利はない（Takemura 
2019, 14-15; Takemura 2012; Takemura (forthcoming); Lampkin）。

【注】
1）	 本稿は、JSPS 科研費基盤研究（C）「科学技術の進歩と社会の発展に伴う環境・

エコ犯罪とその対策に関する調査研究」（課題番号 15K03181）、及び、JSPS 科研
費基盤研究（C）「南北統合グローバル・グリーン犯罪学と国際環境裁判所の創設
に関する調査研究」（課題番号 JP19K01353）の研究成果の一部である。

2）	 本稿は下記の米国犯罪学会年次大会における発表原稿他に基づいて執筆したもの
である。“Fission and Fusion of Time/Space Theory for Complexity Green Criminology”, 
the 67th Annual Meeting of the American Society of Criminology, 16-19 
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November 2011, Washington, D.C., U.S.A.; “Outer Space Mining: A New 
Frontier for Universal Green Criminology. Interconnect between human 
existence and space-/ astro-environment”, the 74th Annual Meeting of the 
American Society of Criminology, 14-17 November 2018, Atlanta, U.S.A..
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